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Ⅰ
ま
ず
は
基
本
を
押
さ
え
る

収
益
認
識
公
開
草
案
の

概
要
と
実
務
へ
の
影
響

Ｐ
ｗ
Ｃ
あ
ら
た
有
限
責
任
監
査
法
人

　

公
認
会
計
士

鈴
木　

理
加

企
業
会
計
基
準
委
員
会（
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
）は
、
２
０
１
７
年
７
月
20
日

に
、
企
業
会
計
基
準
公
開
草
案
61
号「
収
益
認
識
に
関
す
る
会
計
基

準（
案
）」（
以
下
、「
会
計
基
準
案
」と
い
う
）お
よ
び
企
業
会
計
基
準
適

用
指
針
公
開
草
案
61
号「
収
益
認
識
に
関
す
る
会
計
基
準
の
適
用
指

針（
案
）」（
以
下
、「
適
用
指
針
案
」と
い
う
）（
会
計
基
準
案
と
適
用
指

針
案
の
２
つ
を
ま
と
め
て
、
以
下
、「
収
益
認
識
公
開
草
案
」と
い
う
）

を
公
表
し
て
い
る
。

本
特
集
の
Ⅰ
で
、
収
益
認
識
公
開
草
案
の
全
体
像
や
そ
の
背
景
の

概
要
を
説
明
し
、
Ⅱ
以
降
で
は
、
主
な
契
約
形
態
別
に
、
よ
り
具
体

的
な
ケ
ー
ス
な
ど
を
利
用
し
て
解
説
し
て
い
き
た
い
。

契
約
形
態
別
の
解
説
で
は
、
長
期
請
負
契
約
、
製
造
販
売
契
約
、

商
品
販
売
契
約
、
ラ
イ
セ
ン
ス
契
約
と
い
っ
た
４
つ
の
契
約
形
態
を

取
り
上
げ
る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
契
約
形
態
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な
産

業
で
利
用
さ
れ
る
ど
の
よ
う
な
性
質
の
契
約
で
あ
る
の
か
を
明
確
に

し
、
現
行
実
務
と
収
益
認
識
公
開
草
案
の
実
務
の
考
え
方
を
簡
潔
に

示
し
て
い
く
。
そ
の
う
え
で
、
各
契
約
形
態
に
お
け
る
個
別
の
ケ
ー

ス
を
示
し
な
が
ら
、
収
益
認
識
公
開
草
案
に
お
い
て
ど
の
よ
う
な
取

扱
い
が
示
さ
れ
て
い
る
の
か
、
原
則
的
な
取
扱
い
と
代
替
的
な
取
扱

い
を
解
説
し
、
現
行
実
務
と
の
相
違
に
も
で
き
る
限
り
触
れ
て
い
き

た
い
。

な
お
、
本
文
中
の
意
見
に
関
す
る
部
分
は
、
筆
者
ら
の
私
見
で
あ

る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
お
断
り
す
る
。

背
　
景

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
、
国
際
会
計
基
準
審
議
会

お
よ
び
米
国
財
務
会
計
基
準
審
議
会
が
共

同
し
て
開
発
を
行
い
、
２
０
１
４
年
５
月

に
公
表
し
た「
顧
客
と
の
契
約
か
ら
生
じ

る
収
益
」（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
に
お
い
て
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

15
号
、
米
国
基
準
に
お
い
てT

opic606

）

を
踏
ま
え
て
、
２
０
１
５
年
３
月
に
包
括

的
な
収
益
認
識
基
準
の
開
発
に
向
け
た
検

討
を
着
手
す
る
こ
と
を
決
定
し
、
検
討
を

進
め
て
き
た
。
こ
の
基
準
開
発
の
方
向
性

と
し
て
、
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
、
開
発
の
出
発
点

を
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
の
内
容
と
し
な
が
ら

も
、
２
０
１
６
年
2
月
に
公
表
し
た「
収

益
認
識
に
関
す
る
包
括
的
な
会
計
基
準
の

開
発
に
つ
い
て
の
意
見
の
募
集
」に
寄
せ

ら
れ
た
事
項
を
中
心
と
し
た
日
本
企
業
の

現
状
の
実
務
を
考
慮
し
た
適
用
上
の
課
題

へ
の
対
応
も
検
討
さ
れ
て
い
る
。

基
本
的
な
方
針
の

全
体
像

収
益
認
識
公
開
草
案
で
は
、
会
計
基
準

案
に
お
い
て
、原
則
的
な
取
扱
い
を
定
め
、

適
用
指
針
案
に
お
い
て
、
こ
の
原
則
的
な

取
扱
い
の
具
体
的
な
会
計
処
理
や
特
定
の

取
引
の
取
扱
い
を
示
す
と
と
も
に
、
日
本

の
会
計
実
務
を
考
慮
し
た
代
替
的
な
取
扱

い
を
定
め
て
い
る
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
定

め
は
、
連
結
財
務
諸
表
と
個
別
財
務
諸
表

の
双
方
の
作
成
に
同
様
に
適
用
さ
れ
る
こ

と
が
前
提
と
さ
れ
て
い
る（
図
表
１
）。

さ
ら
に
、
個
別
取
引
へ
の
会
計
基
準
案

や
適
用
指
針
案
の
規
定
の
適
用
を
理
解
す

る
た
め
に
有
用
と
考
え
ら
れ
る
設
例
が
示

さ
れ
て
い
る
。
こ
の
な
か
に
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
15
号
の
設
例
を
基
礎
と
し
た
も
の
だ
け

で
は
な
く
、
日
本
特
有
の
取
引
等
へ
の
会

計
基
準
案
や
適
用
指
針
案
の
規
定
の
適
用

・IFRS ／米国基準利用
企業は、連単一貫した
会計方針を採用
・IFRS ／米国基準利用
企業との比較可能性

・適用上の課題に対応す
る代替的な方法を導入
・国際的な比較可能性を
大きく損なわせないよう
に配慮

（図表１）　収益認識公開草案のイメージ

連結・個別で同一の会計処理を
適用することを前提としているIFRS15号

の定め
（原則）

ASBJ
会計基準案および
適用指針案

（収益認識公開草案）
日本企業
向け規定
（例外）


